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　　　　　　　　　　　　　　　　 告 示

愛知県告示第490号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。
　その関係図面は、公示の日から１箇月間愛知県建設局道路維持課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年12月19日

愛知県知事　大　村　秀　章　

道路の
種　類 路 線 名

道 路 の 区 域
新 旧
別 区 間 敷地の幅員 延 長

県道 西尾吉良線 旧 西尾市吉良町荻原座甲50番地先から同51番１地先ま
で

ｍ
12.5

km
0.001

新 同 12.5 ～ 15.6 同

（道路維持課）
（同　　　　）

（高等学校教育課）

（選挙管理委員会事務局）

（商業流通課）
（同　　　　）

（用地課）
（建築指導課）

（教育委員会総務課）

（警察本部会計課）

（愛知県競馬組合）
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名古屋豊山稲沢線 旧 北名古屋市熊之庄新宮53番１地先から同52番３地先
まで

11.9 0.007

新 同 16.0 同

春日小牧線 旧 北名古屋市石橋郷64番地先から同石橋角畑167番３地
先まで

13.2 ～ 17.1 0.009

新 同 同 同

米野木莇生線 旧 日進市米野木町南山677番１地先から同１番地先まで 6.5 ～ 15.2 0.469

新 同 7.5 ～ 19.6 同

道場山安城線 旧 安城市福釜町清水19番１地先から同蔵前８番１地先
まで

13.1 ～ 18.1 0.153

新 安城市福釜町清水19番１地先から同蔵前８番１地先
まで
安城市福釜町清水19番１地先から同蔵前８番１地先
まで

Ａ   13.1 ～ 18.1
Ｂ   12.0 ～ 21.8

0.153
0.153

備考　Ａ及びＢは、関係図面に表示する敷地の区分をいう。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第491号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。
　その関係図面は、公示の日から１箇月間愛知県建設局道路維持課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年12月19日

愛知県知事　大　村　秀　章　
道路の
種　類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日

県道 名古屋豊山稲沢線 北名古屋市熊之庄新宮53番１地先から同52番１地先まで 令和５年12月19日

春日小牧線 北名古屋市石橋郷64番地先から同石橋角畑166番２地先まで

　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第492号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の３第１項の規定に基づき、指定納付受託者を令和５年
12月４日次のように指定した。
　　令和５年12月19日

愛知県知事　大　村　秀　章　
指 定 し た 者 納 付 さ せ る 歳 入 歳入を納付させる期間

株式会社電算システム
　岐阜県岐阜市日置江一丁目58番地

愛知県公立高等学校入学者選抜Ｗｅｂ出願シ
ステムを利用して納付する手数料

令和６年１月９日から
令和６年３月31日まで

　　　　　　　　　　　　　　　　 選挙管理委員会告示

愛知県選挙管理委員会告示第71号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号。以下「法」という。）第６条第１項、第７条第１項、第17条第１
項並びに第19条第２項及び第３項の規定に基づき、次の政治団体から設立した旨、届出事項に異動があった
旨及び解散した旨並びに次の者から資金管理団体の指定をした旨、資金管理団体でなくなった旨及び資金管
理団体の届出事項に異動があった旨の届出があった。
　　令和５年12月19日

愛知県選挙管理委員会委員長　加　藤　　　茂　
１　法第６条第１項の規定に基づく届出に係る政治団体の名称等
　〔国会議員関係政治団体以外の政党の支部〕

政治団体の名称 代 表 者
の 氏 名

会計責任者
の 氏 名 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 本 支 部 を 支 部

と す る 政 党

１以上の市区町
村の区域等を単
位として設けら
れた支部

届　出
年月日

自由民主党愛知
県名古屋市南区
第一支部

横井　利明 安藤　徳男 名古屋市南区観音町６－９ 自由民主党 ○ 令和
５.11.15

　〔国会議員関係政治団体以外のその他の政治団体〕
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政 治 団 体 の 名 称 代 表 者
の 氏 名

会計責任者
の 氏 名 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届　出

年月日
新しい風やとみ 佐藤　仁志 加藤　明由 弥富市五之三町福島46 令和

５.11.29
磯貝明彦後援会 鈴木　和幸 杉浦　幹雄 碧南市若松町３丁目253番地 ５.11.29

楽しい扶桑をつくる会 片野　泰雅 片野　富男 丹羽郡扶桑町大字高雄字中郷155 ５.11.15

碧南を住みよいまちに！！神谷たけし
後援会

神谷　孟史 神谷　孟史 碧南市鶴見町１丁目17番地１ ５.11.27

山口はるみ後援会 山口　春美 杉浦美和子 碧南市三度山町２－70－４ ５.11.29

２　法第７条第１項の規定に基づく届出に係る異動事項等
　〔政党の支部〕

政治団体の名称 代 表 者
の 氏 名 異 動 事 項 異 動 事 項 の 内 容 異　動

年月日新 旧
国民民主党愛知
県第７区総支部

日野紗里亜 主たる事務所の
所在地

愛知郡東郷町白鳥二丁目16番
地18

名古屋市緑区黒沢台三丁目
309番地

令和
５.10.12

会計責任者 福田　雅彦 日野紗里亜 ５.11.26

国民民主党愛知
県第16区総支部

福田　　徹 会計責任者 福田　　孝 福田　　徹 ５.11.28

参政党愛知第８
支部

奥村　和彦 主たる事務所の
所在地

名古屋市千種区仲田１丁目８
番地１号

半田市雁宿町３－201－３ ５.11.22

自由民主党犬山
市支部

中村　貴文 主たる事務所の
所在地

犬山市大字五郎丸字万願寺６
番地

犬山市大字犬山字東古券697 ５.10.10

代表者 中村　貴文 原　　欣伸

会計責任者 佐橋　鋭昭 梅田　佳和

自由民主党春日
井市支部

神戸　洋美 主たる事務所の
所在地

春日井市大留町５－24－８ 春日井市下市場町５－２－22 ５.11. ４

代表者 神戸　洋美 伊藤　勝人

会計責任者 堀尾　国大 梶田　正直

自由民主党北区
支部

松川　浩明 主たる事務所の
所在地

名古屋市北区柳原２－20－13 名古屋市北区金城２－８－23 ５. ４.11

代表者 松川　浩明 渡辺　義郎

会計責任者 八田　健一 渡辺　京子

自由民主党常滑
市支部

杉江　繁樹 会計責任者 大川　秀徳 伊奈　利信 ５.11.30

　〔その他の政治団体〕

政治団体の名称 代 表 者
の 氏 名 異 動 事 項 異 動 事 項 の 内 容 異　動

年月日新 旧
共生共働社会研
究会

斎藤　亮人 主たる事務所の
所在地

名古屋市北区東水切町４丁目
42番地の８

名古屋市千種区内山３－７－
11

令和
５.10.15

久野いさむ後援
会

早川　　忠 代表者 早川　　忠 竹内　正次 ５.11. １

22世紀的社会課
題解決型好循環
都市づくり研究
会

中根　　茂 主たる事務所の
所在地

岡崎市鴨田町字田起64番地20 岡崎市元能見町51 ５.11.20

日野さりあ後援
会

日野紗里亜 主たる事務所の
所在地

愛知郡東郷町白鳥二丁目16番
地18

名古屋市緑区黒沢台三丁目
309番地

５.10.12

会計責任者 福田　雅彦 日野紗里亜 ５.11.26

福田とおる後援
会

福田　　徹 会計責任者 福田　　孝 福田　　徹 ５.11.28

まことと共に名
古屋をかえる仲
間たち

斎藤　縣三 主たる事務所の
所在地

名古屋市北区東水切町４丁目
42番地の８

名古屋市千種区内山３－７－
11

５.10.15

村井タカヒロ後
援会

村井　貴裕 政治団体の名称 村井タカヒロ後援会 ヒーローメイト会（村井タカ
ヒロ後援会）

５.11. ６
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山田たかおを育
てる会

山田　崇夫 政治団体の名称 山田たかおを育てる会 山田崇夫を育てる会 ５. ９. １

主たる事務所の
所在地

稲沢市高御堂一丁目９番地８
号

稲沢市高御堂二丁目１番26号

山本こういち後
援会

山本　耕一 主たる事務所の
所在地

名古屋市熱田区中出町１丁目
20番地

名古屋市西区則武新町二丁目
３－31

５.11.22

備考　従来、愛知県選挙管理委員会に届出がされていた「加茂未来研究会」は、総務大臣に届出をすべき政治団体
となったものである。

３　法第17条第１項の規定に基づく届出に係る政治団体の名称等
　〔政党の支部〕

政 治 団 体 の 名 称 代 表 者
の 氏 名

解　散
年月日

立憲民主党愛知県第14区総支部 齋藤　嘉隆 令和
５.11.29

　〔その他の政治団体〕

政 治 団 体 の 名 称 代 表 者
の 氏 名

解　散
年月日

青山なおみち後援会 青山　直道 令和
５. ５. １

稲垣退三後援会 稲垣　退三 ５.11. １

嶋口忠弘後援会 嶋口　忠弘 ５.11. ６

須田杉男後援会 須田　杉男 ４.12.24

都築建三後援会 都築　建三 ５. ３.31

伝桜会 傳　三樹雄 ５.11.12

４　法第19条第２項の規定に基づく届出に係る資金管理団体の名称等
資金管理団体の届出を
した者（代表者）の氏名 公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 指　定

年月日
神谷　孟史 碧南市議会議員 碧 南 を 住 み よ い ま ち

に！！神谷たけし後援
会

碧南市鶴見町１丁目17番地１ 令和
５.11.24

山田　崇夫 稲沢市議会議員 山田たかおを育てる会 稲沢市高御堂一丁目９番地８号 ５.10. １

５　法第19条第３項第２号の規定に基づく届出に係る資金管理団体でなくなった団体の名称等
資金管理団体の届出を
した者の氏名 資金管理団体の名称 資 金 管 理 団 体 で

なくなった年月日
稲垣　退三 稲垣退三後援会 令和

５.11. １
嶋口　忠弘 嶋口忠弘後援会 ５.11. ６

６　法第19条第３項第３号の規定に基づく届出に係る異動事項等
資金管理団体の届出を
した者の氏名 資金管理団体の名称 異 動 事 項 異 動 事 項 の 内 容 異　動

年月日新 旧
石川　輝彦 石川輝彦後援会 主たる事務所の

所在地
碧南市中後町３丁
目26番地

碧南市六軒町４丁
目75番地

令和
５.10. ２

斎藤　亮人 共生共働社会研究会 主たる事務所の
所在地

名古屋市北区東水
切 町 ４ 丁 目42番 地
の８

名古屋市千種区内
山３－７－11

５.10.15

筒井　広治 つつい広治と元気なコ
ミュニティを作る会

主たる事務所の
所在地

安城市新田町小山
西22番地２

安城市新田町小山
西68－１

５. ９.24

日野紗里亜 日野さりあ後援会 主たる事務所の
所在地

愛知郡東郷町白鳥
二丁目16番地18

名古屋市緑区黒沢
台三丁目309番地

５.10.12

守口　晶治 守口晶治後援会 主たる事務所の
所在地

安城市三河安城本
町１丁目11番地１

安城市藤井町高根
10番地

５.10. ２

　　　　　　　　　　　　　　　　 公 告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規定により大府市長から意見書の提出があっ
た。
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　　令和５年12月19日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　マックスバリュ大府横根店
　　大府市横根町午池35番１ほか
２　提出された意見の概要

⑴　駐車需要の充足等交通に係る事項
　　店舗出入口及び周辺道路の交通安全並びに渋滞対策について関係機関と協議し、適切な対応を実施す

ること。
⑵　騒音の発生に係る事項
　　騒音、振動、光害などの環境対策について、周辺住民に配慮した対策、対応を適切に実施すること。
⑶　廃棄物に係る事項等
　　廃棄物のリサイクル推進等環境対策について必要な対策を実施されたい。
⑷　その他の事項
　　地域住民の意見・要望に対しては迅速に対応するとともに、丁寧な聞き取りをし、分かりやすい説明

を実施されたい。
３　提出された意見の縦覧場所
　　愛知県経済産業局中小企業部商業流通課（名古屋市中区三の丸三丁目１－２）
４　提出された意見の縦覧の期間及び時間

　令和５年12月19日（火）から令和６年１月19日（金）まで（日曜日、土曜日、令和５年12月29日、令和
６年１月２日及び３日並びに国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日を除く。）
の午前９時から午後５時30分まで

　　　　　　　　　　　　　　　　
　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第２項の規定により意見書の提出があった。
　　令和５年12月19日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　マックスバリュ大府横根店
　　大府市横根町午池35番１ほか
２　提出された意見の概要
　⑴　駐車需要の充足等交通に係る事項
　　ア　駐車場の位置及び収容台数　　　　　　　　０件
　　イ　駐輪場の位置及び収容台数　　　　　　　　０件
　　ウ　駐車場の出入口の問題　　　　　　　　　　１件
　　エ　その他周辺道路の渋滞問題　　　　　　　　０件
　⑵　騒音の発生に係る事項
　　ア　騒音問題への一般的対策　　　　　　　　　０件
　　イ　小売店舗の営業活動に伴う騒音への対策　　０件
　　ウ　付帯設備及び付帯施設等における騒音対策　０件
　⑶　廃棄物に係る事項等
　　ア　廃棄物の保管施設の問題　　　　　　　　　０件
　　イ　その他廃棄物の管理等に関する問題　　　　０件
　⑷　その他の事項　　　　　　　　　　　　　　　０件
３　提出された意見の縦覧場所
　　愛知県経済産業局中小企業部商業流通課（名古屋市中区三の丸三丁目１－２）
４　提出された意見の縦覧の期間及び時間
　　令和５年12月19日（火）から令和６年１月19日（金）まで（日曜日、土曜日、令和５年12月29日、令和

６年１月２日及び３日並びに国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日を除く。）
の午前９時から午後５時30分まで

　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に基づき、春日井市長
から次のように公共測量を実施する旨の通知があった。
　　令和５年12月19日

愛知県知事　大　村　秀　章　
作 業 地 域 作 業 期 間 作 業 種 類

春日井市中央通１丁目、上条町１
丁目、２丁目、３丁目、４丁目及
び５丁目、高蔵寺町３丁目、４丁目、
北２丁目、北３丁目及び北４丁目
並びに高座台３丁目

令和５年11月27日から
令和６年３月22日まで

公共測量（３Ｄ都市モデル作成）
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　次の都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定に基づき許可した開発行為に関する工事は
完了した。
　　令和５年12月19日

愛知県知事　大　村　秀　章　
許可番号 許　可

年月日 開発許可を受けた者の氏名 開 発 許 可 を 受 け た 者 の 住 所 開発区域に含まれる地域の名称
４西建
44－46

令和
５. ３.23

半田　文菜 岡崎市大平町字大割３－４ 額 田 郡 幸 田 町 大 字 坂 崎 字 国 定
１－１

４知建
59－53

５. ３.22 森下　幹也 知多市八幡字荒古後88－３ 常滑市金山字西下手45及び45－
１

５知建
59－17

５. ７.27 セキスイハイム中部株式会
社
　代表取締役　八木　健次

名古屋市東区東桜一丁目13－３ 知多市八幡字大平地99の全部及
び99－２の一部

５知建
59－42

５.11.22 門井　基多 知多市大興寺字平井202－１ 知多市大草字東畑１－２

５知建
59－12

５. ６. ６ セキスイハイム中部株式会
社
　代表取締役　八木　健次

名古屋市東区東桜一丁目13－３ 知 多 郡 東 浦 町 大 字 緒 川 字 組 田
20－１ほか４筆

５知建
59－37

５.11. １ 佐藤　葉月 東海市東海町六丁目４－１ 知多市日長字中森谷47－１

５尾建
96－96

５. ９.25 樋口　久美 海部郡大治町大字北間島字藤田
71－３

愛 知 郡 東 郷 町 大 字 春 木 字 深 池
８－１

５尾建
96－131

５.11. ９ 清水　一志 名古屋市中村区岩塚町１－86 愛西市小茂井町池渕39

　　　　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり一般競争入札に付します。
　なお、本調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
372号）の規定が適用される調達契約に該当する場合があります。
　　令和５年12月19日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１　調達内容
　⑴　調達案件の名称及び数量
　　　大型モニター始め情報通信機器の賃貸借　一式
　⑵　調達案件の仕様等
　　　入札説明書で示す仕様等とします。
　⑶　契約期間
　　　令和６年６月１日（土）から令和11年５月31日（木）まで
　　　（地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３の規定に基づく長期継続契約）
　⑷　履行場所
　　　愛知県総合教育センター（愛知郡東郷町大字諸輪字上鉾68番地）
　⑸　入札方法

ア　この入札は、あいち電子調達共同システム（物品等）のサブシステムである電子入札システム（以
下「電子入札システム」という。）により実施するため、電子署名及び認証業務に関する法律（平成
12年法律第102号）に基づき主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行した電子証明書又
は商業登記法（昭和38年法律第125号）に基づき登記官が作成した電子証明書のうち、一般財団法人
日本建設情報総合センターが提供する電子入札コアシステムに対応した証明書を格納しているカード

（以下「ＩＣカード」という。）が必要です。
　　電子入札システムにより難い場合は、紙による入札書の提出により入札に参加することができます。
イ　詳細な入札方法は、愛知県物品等電子調達実施要領によるものとします。
　　アドレス　https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chotatsu/0000017537.html
ウ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。

２　競争参加資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
⑵　この公告の日から開札の日までの期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関

する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）１⑴アに規定する調達契
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約からの排除措置を受けていない者であること。

⑶　物品の製造等に係る愛知県入札参加資格者名簿（令和４年４月～令和６年３月）大分類「03．役務
の提供等」のうち中分類「11．リース・レンタル」に登録されている者であること。

⑷　この公告の日から開札の日までの期間において、愛知県が発注する物品の製造・販売、物品の買受け
及び役務の提供等（以下「物品の製造等」という。）に係る指名停止の措置を受けていない者であること。

３　入札説明書の交付方法等
⑴　入札説明書の交付方法
　　令和５年12月19日（火）から令和６年１月19日（金）までの電子入札システムの稼働時間内に、電子

入札システムにアクセスし、ダウンロードして入手してください。
　　アドレス　https://www.buppin.e-aichi.jp/index.html
　　なお、電子入札システムの稼働時間は、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第

178号）に規定する休日及び12月29日から翌年１月３日までの日以外の日の午前８時から午後８時まで
です。

⑵　入札期間
　　令和６年１月29日（月）午前10時から令和６年１月30日（火）午後５時まで（電子入札システムの稼

働時間は、⑴のとおり。）
　⑶　開札の日時及び場所
　　　令和６年１月31日（水）　午前10時
　　　愛知県総合教育センター総務部企画管理課
　⑷　契約条項を示す場所及び問合せ先
　　　愛知県総合教育センター総務部企画管理課
　　　　愛知郡東郷町大字諸輪字上鉾68番地（郵便番号470－0151）
　　　　電話（0561）38－2214
４　その他

⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨
　　日本語及び日本国通貨に限ります。
⑵　入札保証金
　　入札に参加しようとする者は、見積金額の100分の５以上の金額の入札保証金（愛知県財務規則（昭

和39年愛知県規則第10号。以下「財務規則」という。）第152条の４に定める入札保証金に代わる担保を
含む。）を開札期日までに納めなければなりません。ただし、財務規則第152条の３の規定により、全部
又は一部の納付を免除されたときは、この限りでありません。

⑶　入札の無効
　　財務規則第152条（入札の無効）の規定に該当する入札及びＩＣカードを不正に使用して行った入札は、

無効とします。
⑷　契約書作成の要否
　　要
⑸　競争入札参加者に要求される事項
　　入札に参加しようとする者は、競争入札参加資格確認申請書及び関係書類を令和６年１月16日（火）

午前10時から令和６年１月19日（金）午後５時までの間に電子入札システムにより提出しなければなり
ません（電子入札システムの稼働時間は、３⑴のとおり。）。ただし、電子入札システムにより難い場合
は、持参又は郵送（令和６年１月19日（金）午後５時までに必着）も可とします。なお、提出した書類
について説明を求められたときは、これに応じなければなりません。

　　提出された競争入札参加資格確認申請書及び関係書類を審査した結果、当該調達案件を請け負うこと
ができると認められた者に限り、落札の対象とします。

⑹　落札者の決定方法
　　財務規則第153条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。
⑺　調達の条件
　　本調達は、議会における当該調達に係る予算の成立を条件とするものです。
⑻　その他

ア　契約書の作成は、電子契約サービスを使用して契約内容を記録した電磁的記録（電子契約書）を作
成する方法によることができます。

イ　詳細は、入札説明書によります。
５　Summary

⑴　Nature and quantity of the products to be leased: Large monitors and other ICT equipment, 1 set
⑵　Time period for the submission of tenders: Between 10:00 a.m., January 29, 2024, and 5:00 p.m., January 30, 

2024
⑶　Contact point for the notice: Aichi Prefectural Education Center
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68 Joboku, Morowa, Togo Town, Aichi 470-0151 Japan
Tel. 0561-38-2214

　　　　　　　　　　　　　　　　
　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第12条の規
定により、次のように落札者等について公示します。
　　令和５年12月19日

愛知県知事　大　村　秀　章　
［契約に関する事務を担当する本庁各課又はかいの名称及び所在地］
　愛知県警察本部総務部会計課　名古屋市中区三の丸二丁目１番１号
［掲載順序］

①物品等又は特定役務の名称及び数量　②落札者又は随意契約の相手方を決定した日　③落札者又は随意
契約の相手方の住所及び氏名　④落札金額又は随意契約に係る契約金額　⑤契約の相手方を決定した手続
　⑥入札公告を行った日
①愛知県千種警察署始め50か所53施設で使用する電気　18,336,800kWh　②令和５年11月15日　③岐阜県
多治見市下沢町３－35－１　株式会社エネファント　④502,290,624円　⑤一般競争入札　⑥令和５年９
月26日
①映像検出解析ソリューション機器の賃貸借　一式　②令和５年11月24日　③東京都港区芝浦１－２－３
　三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社　④40,035,600円　⑤一般競争入札　⑥令和５
年10月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　 一 部 事 務 組 合

愛知県競馬組合告示第７号
　令和５年12月27日午前10時定例愛知県競馬組合議会を名古屋競馬場スタンド３階議場に招集する。
　　令和５年12月19日

愛知県競馬組合管理者　　　　　
愛知県知事　大　村　秀　章　




